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2020年 11月 27日 

2020年冬の賞与支給計画について 

株式会社 鹿 児 島 銀 行 

株式会社 九 州 経 済 研 究 所 

[ 調査の概要 ] 

調査時期 

調査方法 

対象企業 

回答企業数 

 

2020年 10月下旬 

インターネットおよび郵送 

県内主要企業 500社  

323社（回答率 64.6％） 

【調査結果のポイント】 

・ 支給の有無‥「支給する」72％。前年の 79％から 7ポイント減。 

業種別では「小売業」の 90％が最多、一方で「その他産業」の 59％が最も低かっ

た。 

・ 一人当たりの平均支給額‥「増える」12％。前年の 17％から 5ポイント減。「前年

並み以上」（「増える」+「前年並み」）…73％。前年（89％）から 16ポイント減と

2005年の調査開始以来最大の下落幅。 

・ 支給の有無 D.I.（「支給する」と「支給しない」の割合の差）…D.I.は 67 で、前

年（74）からの下落幅▲7ポイントは、05年の調査開始以来最大。 

・ 一人当たりの平均支給額 D.I.（「増える」と「減る」の割合の差）…D.I.は▲15

で、前年（6）から大幅に下落した。下落幅▲21ポイントは、リーマンショック時

（08年調査）と並び、05年の調査開始以来最大。 

 

１．支給の有無 

2020年冬の賞与支給について、「支給する」企業割合は全産業ベースで 72％と前年（79％）

を 7ポイント下回った（図表 1）。また、「支給しない」は 5％と前年（5％）と同水準で、｢未

定｣は 23％（同 16％）と前年を 7ポイント上回った。 

業種別にみると、「支給する」企業の割合が最も多かったのは「小売業」の 90％で、以

下、「建設業」（79％）、「卸売業」（77％）、「製造業」（70％）、「その他産業」（59％）の順と

なった。前年と比較すると、その他産業（前年 78％→今年 59％）が 19ポイント減と大き

く下落した。また建設業(同 78％→79％) がほぼ横ばいながら、製造業（同 76％→70％）

と卸売業（同 83％→77％）がともに 6ポイント減、小売業（同 90％→87％）が 3ポイント
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下落し、建設業を除く全ての業種で「支給する」企業の割合が前年から落ち込んだ。 

「支給しない」企業の割合は、その他産業（10％）が最多で、以下、製造業（6％）、卸

売業（3％）、建設業、小売業（ともに 0％）の順となった。 

 

２．支給率 

全産業ベースでは、前年と同様に「月給支給額の 1 か月分超～1.5 か月分以下」（37％）

の割合が最も多く、建設業、小売業、その他産業でも同様の傾向となった。 

 

３．一人当たりの平均支給額 

賞与を支給する企業において、一人当たりの平均支給額を見ると、前年より「増える」

は全体の 12％と前年（17％）を 5ポイント下回り、「前年並み」は 61％と前年（72％）を

11ポイント下回った。一方、「減る」は 27％と前年（11％）を 16ポイント上回った。 

この結果、前年並み以上（「増える」と「前年並み」の合計）の支給を実施する割合は

73％で前年（89％）を 16ポイント下回り、05年の調査開始以来最大の下落幅となった。 

「増える」を業種別に見ると、卸売業（前年 21％→今年 9％）が 12ポイント減、その他

産業（同 22％→13％）が 9ポイント減、製造業（同 10％→6％）が 4ポイント減、小売業

（同 21％→21％）が前年と同水準で、建設業（同 12％→13％）がほぼ横ばいとなった。増

加率をみると、「1～3％未満」が 37％と最も多く、次いで「3～5％未満」が 22％、「5～10％

未満」、「10％以上」がともに 15％で、「1％未満」（11％）の順となった。増加要因・目的

は、「社員の意欲向上」が 46％と最も多く、次いで「業績向上」（36％）が続いた。 

一方、「減る」企業の最多は製造業の 35％で、卸売業の 29％が続いた。また、全ての業

種で前年よりも「減る」企業の割合が大きく増加した。減少率をみると「10％以上」（38％）

が最も多く、 次いで「5～10％未満」が 26％、「1～3％未満」が 19％、「3～5％未満」が

14％。「1％未満」は 3％となった。減少要因・目的は、「業績が悪化」が 85％と前年（72％）

を大きく上回り、大半を占めた。「業績が悪化」を業種別に見ると、最も多かったのは製造

業の 96％で、次いでその他産業（88％）、卸売業（83％）、小売業（75％）、建設業（67％）

の順となった。 

 

４．一人当たりの平均支給額（実額） 

一人当たりの平均支給額（実額）は、全産業ベースで 30 万 7,911 円となり、前年（33

万 3,838円）から 7.8％減少した（図表 2）。業種別では、その他産業が 32万 4,485円（前

年比 7.4％減）と最も多く、以下、建設業 30万 4,796円（同 4.8％増）、小売業 30万 2,526
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円（同 14.6％減）、製造業 30万 1,017円（同 10.9％減）、卸売業 29万 5,000円（同 1.9％

減）となった。 

金額別の構成比をみると、全産業ベースでは「20～30万円未満」が 33％と最も多く、次

いで「10～20万円未満」（19％）となった（図表 3）。 

注）回答企業（171 社）の単純平均により算出しているため、図表 1 の一人当たりの平均

支給額の増減と相違が生じる場合がある。 

 

５．D.I.の推移 

支給の有無 D.I.（「支給する」と「支給しない」の割合の差）をみると、今年は 67と前

年(74)を下回った（図表 4）。下落幅（▲7ポイント）は、05年の調査開始以来最大となっ

た。 

一方、一人当たりの平均支給額 D.I.（「増える」と「減る」の割合の差）をみると、今

年は▲15と前年（6）を大きく下回った（図表 5）。下落幅はリーマンショック時（08年調

査）と同じ▲21ポイントで、05年の調査開始以来最大となった。 

 

６．まとめ 

近年、人手不足などを背景に、賞与の支給の有無 D.I.は増加傾向にあったものの、今回

調査では、支給額が前年並み以上の割合、支給の有無 D.I.、平均支給額 D.I.の下落幅はい

ずれも調査開始以来最大となった。支給額の減少の要因の中で「業績の悪化」と回答した

企業のうち 8割以上が新型コロナウイルス感染症の影響を挙げている。コロナの収束がみ

えない中、県内企業の業績低迷が続いており、賞与支給計画は今後も厳しい状況が続くと

みられる。 

 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】  ㈱九州経済研究所（℡ 099-225-7491） 



《資料編》

 単位：％

前年 前年 前年 前年 前年 前年

 支  給  す  る 72 79 70 76 79 78 77 83 90 87 59 78

支 月給支給額の1か月分以下 21 19 19 22 17 18 18 19 24 18 25 18

給 〃１か月分超～1.5か月分以下 37 40 32 39 61 55 27 30 34 40 33 36

の 〃1.5か月分超～２か月分以下 24 23 34 21 11 20 41 37 15 18 22 24

有 〃２か月分超 18 19 15 19 11 8 14 15 27 24 20 22

無  支 給 し な い 5 5 6 5 0 2 3 3 0 2 10 8

 未        定 23 16 24 19 21 20 20 14 10 11 31 14

67 74 64 71 79 76 74 80 90 85 49 70

 増   え   る 12 17 6 10 13 12 9 21 21 21 13 22

  １％未満 11 20 0 13 0 40 50 33 0 10 25 18

  １～３％未満 37 35 25 25 0 20 0 33 62 30 50 47

  ３～５％未満 22 20 25 13 40 0 0 33 25 30 13 18

  ５～１０％未満 15 22 25 25 40 40 0 0 13 30 0 18

  １０％以上 15 4 25 25 20 0 50 0 0 0 13 0

　社員の意欲向上 46 54 25 50 40 80 0 17 44 70 75 53

　業績向上 36 35 50 50 20 40 50 17 44 40 25 29

　社員の平均年齢上昇 18 28 25 13 0 40 0 50 22 20 25 29

　人手不足を解消するため 11 17 0 0 20 20 0 0 22 30 0 24

　給与と賞与の配分見直し 11 11 0 25 60 0 0 17 0 0 0 12

　同業他社と比較して低い 11 9 0 13 0 0 0 0 33 20 0 6

　その他 25 9 25 0 40 0 50 17 22 0 13 18

 前   年   並   み 61 72 59 69 63 80 62 75 60 70 61 72

 減        る 27 11 35 21 24 8 29 4 19 9 26 6

  １％未満 3 0 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0

  １～３％未満 19 21 15 19 38 33 17 0 38 50 6 0

  ３～５％未満 14 35 5 44 13 33 33 0 13 0 19 40

  ５～１０％未満 26 21 35 19 25 33 33 0 25 50 13 0

  １０％以上 38 24 35 19 25 0 17 100 25 0 63 60

  業績が悪化 85 72 96 75 67 67 83 100 75 75 88 60

  経営体質強化に向けた
　人件費圧縮

7 10 5 13 11 33 17 0 13 0 0 0

  給与と賞与の配分見直し 5 10 5 13 11 0 0 0 13 25 0 0

  同業他社と比較して高い 2 7 0 6 0 0 0 0 0 0 6 20

  社員の平均年齢低下 2 3 0 6 0 0 0 0 0 0 6 0

  その他 8 21 5 19 11 33 17 0 0 25 13 20

▲ 15 6 ▲ 29 ▲ 11 ▲ 11 4 ▲ 20 17 2 12 ▲ 13 16

業績が悪化 65 83 - 100 - 50
経営体質強化に向けた
人件費圧縮

6 17 - 0 - 0

給与と賞与の配分見直し 6 0 - 0 - 10

その他 29 17 - 0 - 40

注)一人当たりの平均支給額の「増加要因・目的」と「減少要因・目的」は複数回答。  割合の算出は四捨五入を用いているため、合計が100％とならない場合がある。

　「支給しない要因」は今回初めて設問に追加。

支
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図表１　2020年 冬の賞与支給計画
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図表2　一人当たりの平均支給額（実額）

(単位：円、％)

製造業 建設業 卸売業 小売業 その他産業

2020年 307,911 301,017 304,796 295,000 302,526 324,485

19年 333,838 337,968 290,742 300,587 354,212 350,569

増減率 ▲ 7.8 ▲ 10.9 4.8 ▲ 1.9 ▲ 14.6 ▲ 7.4

注）回答があった171社（19年は193社）の単純平均により算出しているため、図表1の一人当たりの支給額の増減と相違が生じる場合がある
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図表3 一人当たりの平均支給額構成比
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図表4 支給の有無D.I.推移（全産業）
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図表5 一人当たりの平均支給額D.I.推移（全産業）
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意　見

今のところ支給する予定ではあるが、コロナウイルスの関係で業務用市場が悪く、業績も大変厳しい状況が続
いている。

観光においてGo Toトラベルの効果は大きいが、コロナ禍以前にはまだまだ。賞与支給したいが非常に厳しい。

コロナ前に比べて売り上げは減少しているが、賞与は従業員のモチベーション維持のために昨年と同程度を予
定。

電気・電子
賞与支給は業績に応じた支給を継承。受注は底を打った感はあるが、依然として前年度比70～80％という状
況。

その他製造業 支給予定であるが、金額など決まっていない。コロナの影響で海外の需要が伸びず、注文数が減っている。

土木 新型コロナウイルスにより、今後は公共事業予算の削減が予想され業界にとっては厳しくなると思われる。

総合建設 十分な利益確保ができていないことから、現状維持程度の支給となる。

その他建設
今後、コロナの影響で予算減となるであろう各公共団体や、投資を控える民間企業からの新規発注が減少する
ことで売り上げの減少が予想される。正直心配だ。

食料品卸売
新型コロナウイルスの影響により市況が非常に冷え込んでおり、Go Toキャンペーンに期待をしているが以前の
ような市況への回復はなかなか見込めないと思われる。

建設資材卸売 弊社業界へのコロナ影響は現状多少はあるが、今後どうなるか不透明。賞与は良くて前年並みの予定。

その他卸売 食品会社向けの売り上げ減少がいまだに続いている。

スーパー 下半期は売り上げ減少・利益減少のため賞与は検討中。

自動車
コロナ禍で欧州での自動車生産計画が後ろ倒しになり、納車が遅れる影響が出ている。メンテナンスと修理に
関しては前年並み。

これから先コロナウイルスの影響がどの程度出るのか不透明。

コロナの影響で当社の業界全体の売り上げが低迷している。

新型コロナウィルスにより大打撃を受けたが、10月からのGo Toトラベルの地域商品券追加や、東京地区参入
により好転した。

Go To トラベルで少し息を吹き返した。修学旅行も少しずつ実施されている。忘年会の予約の動きが鈍い。

運輸・通信 観光バス事業・旅行事業は当面2年は平時の90％ダウン傾向の見通し。

外食産業
Go Toキャンペーンや鹿児島県プレミアム付食事券などすべて参加。11月の予約が増えているので、コロナウイ
ルスの感染状況が落ち着けば、活気を取り戻す可能性あり。

サービス コロナの影響で業績が悪化しているが、減額してでもできる事なら支給したいと思う。
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旅館・ホテル

(参考)　2020年冬の賞与などに関する主な意見
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